
838

* 武蔵野大学看護学部
2* さいたま市保健福祉局保健部健康増進課

連絡先〒180–0014 東京都武蔵野市関前三丁目40
番10号 C–305 嶋津多恵子

838 第59巻 日本公衛誌 第11号 2012年11月15日

さいたま市内の救急医療機関に搬送された自殺企図患者の実態
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目的 さいたま市内の救急医療機関における自殺企図患者の実態と精神科受診につなげる機能の実

態を明らかにして再発予防に役立てることを目的とする。

方法 さいたま市内の全救急医療機関（25施設）を対象に平成21年 9 月 1 日～11月30日の全救急外

来患者について質問紙調査を実施した。質問項目は，自殺未遂者に関する自殺企図の方法と，

精神疾患の合併および救命後の精神科受診状況について，救急医療機関が精神的ケア体制充実

のために必要とする内容等である。

結果 自殺未遂者の自殺企図の方法別割合は，薬物によるもの72.3，切創・刺創によるもの

20.7であった。精神疾患を合併している患者の割合は81.7であった。救命後，精神科受診

の指示があったものの割合は71.4であった。しかし，救命後精神科に通院したものの割合は

34.3であり，入院中に精神科を受診したものの割合は15.5であった。精神的ケア体制充実

のために救急医療機関の75.0が「救急医療機関と精神科医療機関のネットワークの構築」を

必要としていた。

結論 さいたま市内の救急医療機関に搬送された自殺企図患者の実態について調査した。その結

果，休日・夜間における精神科医の当直体制がないさいたま市では，自殺未遂者の再度の自殺

を防ぐために，救急医療機関と精神科医療機関のネットワーク構築や，体制整備および自殺企

図患者支援のための相談援助活動のより一層の充実が求められていることが明らかとなった。
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 緒 言

わが国における自殺死亡者数は，厚生労働省の人

口動態統計によると平成 9 年まで年間 2 万人代で推

移してきたが，平成10年には 3 万人を超え，以後10
年連続してほぼ同じ水準で推移している。さらに，

現下の厳しい経済・雇用情勢のもと，今後も自殺者

数は増加する懸念があり，自殺対策は現代社会に大

きなインパクトを与える最重要課題のひとつと考え

られている。

さいたま市でも，国や埼玉県の推移と同様に，従

来，150人程度（現在の市域に換算）だった自殺死

亡者数が，平成10年以降急増し，年間200人を超え

る状態が続いている1)。そのため，さいたま市にお

いても，自殺対策が緊急の課題となっており，課題

解決に向けた取組みを計画的に推進するために，さ

いたま市自殺対策推進計画1)を平成21年 3 月に策定

した。

そこでは，「自殺や心の健康などについての正し

い知識の普及啓発」，「自殺の危険を示すサインに気

づき，適切な対応ができる人材の育成」，「自殺未遂

者への適切な支援」の 3 つを重点施策として掲げて

いる。

わが国の自殺対策基本法でも，自殺未遂者に対す

る適切な支援の必要性が掲げられている。また，自

殺総合対策大綱では，自殺未遂者，遺族の実態およ

び支援方策についての調査の推進や，自殺未遂者の

再度の自殺を防ぐために，救急医療機関における精

神科医による診療体制等の充実が喫緊の課題である

と述べられている。

さいたま市では，自殺未遂者対策の現状として，

市内に精神科医の勤務する救急医療機関は存在して

も，休日・夜間における精神科医の当直体制が全く

ないことが，課題となっている。そのことにより，

救命後の精神科治療が困難であり，自殺企図患者の

受け入れが可能な救急医療機関が限定されるという

問題も浮き彫りになっている。

よって，自殺未遂者対策を進める上で自殺企図に

より救急搬送された患者の，医療機関における対応

やその後の支援，および課題等の実態を明らかにす
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ることが，重要と考えられる。先行研究2～4)では，

個々の救急医療機関が受診患者について調査したも

のが多くを占めている。そこでは，精神科受診の必

要な患者に対する救急医療機関と精神科医療機関と

の連携の必要性が示されている3,4)。とくに，薬物

による自殺未遂者については，診断・治療を受けて

いた精神科医への確実な紹介が行われておらず受診

に至っていないという課題が示されている2)。

また，自治体が管轄する地域の全救急医療機関に

おける自殺企図患者の実態を把握したものは，調査

報告書（東京都5)，栃木県6)）として公開されてい

るものの，その数は少ない。

そのうち東京都5)は，再発防止に向けた施策に反

映するために，都内の救急医療機関を対象とし，自

殺企図患者の実態およびフォロー体制について，調

査を実施している。そこでは，救急医療機関におけ

る精神科医の配置状況や，救急外来患者のうち自殺

企図患者について，自殺の方法や，精神疾患の合

併，救命後の精神科受診等について明らかにしてい

る。栃木県調査6)でも共通する項目として自殺企図

の方法を調査している。

しかし，さいたま市のように精神科医の勤務する

救急医療機関は存在しても，休日・夜間における精

神科医の当直体制が全くない地域における実態調査

はみられない。

そこで，本研究は，さいたま市内の全救急医療機

関に搬送された自殺企図患者の実態や，自殺企図患

者を受け入れた医療機関の精神疾患を発見し精神科

受診につなげる機能の実態について明らかにし，再

発防止に向けて必要となる施策を把握することを目

的とする。

 研 究 方 法

. 予備調査

さいたま市内の救急医療機関のうち，自殺企図患

者の主な搬送先である 4 施設の救急部門の医師から

対面での聞き取りを実施した。ここで，救急医療機

関とは，救急病院等を定める省令に基づく救急告示

医療機関とし，その単位は「施設」とする。

聞き取りでは，質問紙調査票の調査内容，調査期

間，調査方法等，実施可能な調査方法を検討した。

併せて，自殺企図により搬送される患者の概要やそ

の後の精神科受診への紹介方法，精神科医療機関と

の連携体制や障壁となっている事柄について情報収

集を行った。

. 本調査

1) 調査対象

さいたま市内の全救急医療機関である25施設（救

急告示病院24施設，救急告示診療所 1 施設）を対象

とした。今回の研究では調査対象を絞るため救急告

示施設に限定している。

2) 調査方法

対象となる救急医療機関に，自記式質問紙を調査

期間前の平成21年 8 月17日に郵送，調査期間後の12
月 4 日に回収した。回答は，調査期間中の全救急外

来患者について計上し，患者数は調査期間における

延べ受診人数を計上するよう求めた。

3) 調査期間

平成21年 9 月 1 日～同年11月30日の 3 か月間。

4) 調査内容

本研究では，精神科医の当直体制がない，さいた

ま市内の救急医療機関における自殺企図患者の実態

およびフォロー体制を明らかにするために，当直体

制のある近郊地域である東京都の調査結果と比較で

きるよう，東京都の調査と同じ項目を設定した。そ

の項目は，救急医療機関における精神科の標榜およ

び精神科医の当直の有無，自殺企図により搬送され

た患者の概要（救急外来患者数，自殺企図患者数，

救命された患者数），自殺企図の方法（墜落・飛び

込み・薬物・切創刺創・ガス・縊首・不明の内

訳），搬送後の状況（入院・転送・精神科転送・帰

宅の内訳），精神疾患の合併（精神疾患の診断を受

けている患者の数，入院中診断がついた患者も含

む），救命後の精神科受診状況（精神科受診の指示・

退院後の精神科通院・入院中の精神科受診の人

数），救急医療機関が精神的ケア体制充実のために

必要とする内容（精神科医療機関との連携・相談体

制の充実・普及啓発等に関する 9 項目の複数選択）

等とした。

さらに本調査では，東京都の調査項目に加えて，

救急搬送患者受け入れ時の自殺企図の有無の確認実

施状況（「している」・「場合によりしている」・「し

ていない」の三者択一）を問う項目を追加した。

5) 分析方法

自殺未遂者の自殺企図の方法別割合と精神疾患の

合併および治療の状況，患者受け入れ時の自殺企図

の有無の確認状況，救急医療機関が精神的ケア体制

充実のために必要とする内容について，各々の項目

の割合を明らかにした。

また，近郊地域と比較し考察するため，本調査と

東京都調査の 2 群間の比率の差について x2 検定を

行った。さらに栃木県調査から，比較が可能な項目

については，3 群間の比率の差について x2 検定を

行った。なお，分析には SPSS ver.17 for Windows
を使用した。
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表 調査対象施設および自殺企図により搬送され

た患者の概要

さいたま市 東京都

度数() n 度数() n

救急医療機関数 24 206
精神科標榜施設数 7(29.2) 24 58(28.2) 206

精神科医当直あり 0( 0.0) 24 16( 7.8) 206

自殺企図患者受け入れ
施設数 11(45.8) 24 ― ―

自殺企図の有無確認
実施施設数 7(63.6) 11 ― ―

救急外来患者数 22,317 103,899
自殺企図患者数 227( 1.0) 22,317 422( 0.4) 103,899

救命された患者数 213(93.8) 227 373(88.4) 422
死亡した患者数 14( 6.2) 227 49(11.6) 422

注) ｢さいたま市．救急医療機関における自傷・自殺企図患

者に関する調査報告書．2010.」から，「東京都福祉保健

局・社東京都医師会．救急医療機関における自殺企図患

者等に関する調査報告書．2008.」との比較を加えて，

改変した。患者数は延べ人数となる。

表 自殺未遂者の自殺企図の方法

自殺企図
の方法

さいたま市 東京都 栃木県 P
n＝213() n＝373() n＝81() (2×3 表)

薬物 154(72.3) 219(58.7) 46(56.8) **
切創･刺創 44(20.7) 60(16.1) 14(17.3) **
墜落 8( 3.8) 21( 5.6) 6( 7.4) ns
縊首 2( 0.9) 17( 4.6) 6( 7.4) *
ガス 2( 0.9) 1( 0.3) 2( 2.5) ns
飛び込み 2( 0.9) 9( 2.4) ―

その他 1( 0.5) 7( 1.9) 8( 9.9)
不明 0( 0.0) 62(16.6) 0( 0.0)
無回答 0( 0.0) 2( 0.5) 1( 0.0)

*** P＜0.001, ** P＜0.01, * P＜0.05
注) ｢さいたま市．救急医療機関における自傷・自殺

企図患者に関する調査報告書．2010.」から，「東

京都福祉保健局・社東京都医師会．救急医療機関

における自殺企図患者等に関する調査報告書．

2008.」，「自治医科大学公衆衛生学教室．平成21
年度栃木県自殺未遂者実態調査報告書．2010.」
との比較を加えて，改変した。患者数は延べ人数

となる。
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6) 主要変数の定義

自殺未遂者とは，自殺企図患者のうち救命できた

者，自殺企図とは，自ら死ぬことを念頭に行われた

行為および，自殺の意図が不明確な自傷行為も含む

こととする。

7) 倫理的配慮

医療機関単位で総計を記録した調査票のみを回収

し，個人情報が含まれないよう配慮した。

研究実施に当たり，さいたま市内全救急医療機関

の参加する会議において研究目的，研究方法を伝

え，研究結果については医療機関の匿名性を保つこ

と，研究への協力は自由意思であることを説明し

た。さらに，調査票の返信をもって，研究協力の同

意が得られたものとした。

 結 果

. 調査対象の概要

自記式質問紙を送付した25施設のうち24施設から

回答が得られた（回収率96.0）。そのうち精神科

を標榜していたのは 7 施設であり，精神科医の当直

体制がある施設はなかった。24施設のうち11施設

（45.8）が，調査期間中に自殺企図患者を受け入

れていた。

自殺企図患者を受け入れた11施設のうち，救急搬

送受入れ時に自殺企図の有無を確認していたのは 7
施設（63.6）であった。（表 1）
. 自殺企図により搬送された患者の概要

調査期間中に把握された救急外来患者の総数は

22,317人であり，そのうち自殺企図患者の占める割

合は1.0であった。自殺企図患者の受け入れがあ

った11施設における自殺企図患者の占める割合の平

均値は1.0，最大値4.4，最小値0.1，中央値

0.6であってばらつきがあった。

救急医療機関に搬送された自殺企図患者のうち，

自殺企図後に救命された患者（以下「自殺未遂者」）

は，自殺企図患者の93.8であった。また，自殺未

遂者（延べ213人）のうち，引き続き救急医療機関

に入院した患者が56.8，入院せず帰宅した患者が

41.3，他院に転送された患者が1.9であった。

（表 1）
. 自殺企図の方法

自殺未遂者（延べ213人）の自殺企図の方法別割

合は，薬物が72.3で最も多く，次いで切創・刺創

が20.7であった。（表 2）
. 自殺未遂者の精神疾患の合併と精神科受診状

況

自殺未遂者（延べ213人）のうち，精神疾患を合

併していた患者が81.7あり，精神科受診の指示が

あったものは71.4であった。しかし，救命後に精

神科へ通院したものは，自殺未遂者（延べ213人）

のうち34.3であり，救急医療機関入院中に精神科

受診したものは15.5であった。（表 3）
. 救急医療機関の精神的ケア体制充実のために

必要なこと

自殺企図患者に対し，救急医療機関における精神

的ケア体制充実のために必要なこととして，24施設
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表 自殺未遂者の精神疾患合併，救命後の精神科

受診状況

質問項目
さいたま市 東京都 P
n＝213() n＝373() (2×2 表)

入院等の状況

救急医療機関に入院 121(56.8) 167(44.8) **
他院へ転院 4( 1.9) 16( 4.3) ns
入院せず帰宅 88(41.3) 126(33.8) ns
無回答 0( 0.0) 64(17.2)

精神疾患合併あり 174(81.7) 214(57.4) ***
精神科受診の指示あり 152(71.4) 192(51.5) ***
退院後精神科通院あり 73(34.3) 51(13.7) ***
入院中精神科受診あり 33(15.5) 101(27.1) ***

*** P＜0.001, ** P＜0.01, * P＜0.05
注) ｢さいたま市．救急医療機関における自傷・自殺

企図患者に関する調査報告書．2010.」から，「東

京都福祉保健局・社東京都医師会．救急医療機関

における自殺企図患者等に関する調査報告書．

2008.」との比較を加えて，改変した。患者数は

延べ人数となる。

表 救急医療機関が精神的ケア体制充実のために

必要とする内容 n＝24（施設)

1. 救急医療機関と精神科医療機関のネ
ットワークの構築

18 75.0

2. 自殺企図患者に対応できる精神科医
療機関の情報提供

14 58.3

3. 自殺企図患者に対応できる精神科医
療機関の体制整備

11 45.8

4. 自殺企図患者支援のための相談援助
体制の充実

9 37.5

5. 相談機関同士のネットワークの充実 7 29.2

6. 市民の自殺に対する意識向上のため
の普及啓発

7 29.2

7. 院内における精神的ケア体制の充実
(院内での診療科間連携も含む)

5 20.8

8. 自助グループの育成やピアカウンセ
リングの充実

3 12.5

9. 自殺対策に取り組む NPO 等と医療
機関の連携強化

2 8.3

10. 行政機関の自殺対策の充実 2 8.3
11. その他 1 4.2

注) ｢さいたま市．救急医療機関における自傷・自殺

企図患者に関する調査報告書．2010.」から，度

数の多い順に並べ替えを行い，改変した。
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の75.0が「救急医療機関と精神科医療機関のネッ

トワークの構築」と回答しており，58.3が「自殺

企図患者に対応できる精神科医療機関の情報提

供」，さらに，45.8が「自殺企図患者に対応でき

る精神科医療機関の体制整備」等，医療連携に関す

る項目が上位に上がっていた。次に「自殺企図患者

支援のための相談援助活動の充実」が37.5，「相

談機関同士のネットワークの充実」が29.2と，相

談体制に関することが続いていた。なお「院内にお

ける精神的ケア体制の充実」については20.8に留

まっていた。（表 4）
. 近郊地域における調査結果との比較

精神科医の当直体制について，東京都では精神科

標榜救急医療機関の27.6で実施されていたが，本

市では0.0であった。（表 1）
自殺未遂者のうち精神疾患を合併していた患者の

割合は，本調査結果（81.7）が東京都調査結果

（57.4）に比べて有意に高く（P＜0.001），退院後

精神科に通院しているものの割合は，本調査結果

（34.3）が東京都調査結果（13.7）に比べて有

意に高かった（P＜0.001）。一方，救急医療機関入

院中に精神科を受診したものは，本調査結果

（15.5）が東京都調査結果（27.1）に比べて有

意に低かった（P＜0.001）。（表 3）
また，自殺企図の方法について，薬物によるもの

は本調査で72.3であり，東京都5)（58.7）およ

び栃木県調査6)（56.8）に比べ有意に高かった

（P＜0.01）。

なお，これらの調査結果はいずれも延べ受診人数

であった。

 考 察

今回，さいたま市内の救急医療機関の協力のも

と，救急医療の現場における自殺企図患者の現状に

ついて調査を実施することができた。本調査の結果

から，以下の 4 点について考察する。

. 自殺企図時の精神疾患の把握と精神科受診の

担保

自殺企図患者の救急対応を実施する救急医療機関

は，自殺企図の背景にある精神疾患を把握し，適切

な治療に結びつける重要な役割を果たすと考える。

しかし本調査では自殺未遂者のうち精神疾患を合併

している患者は81.7存在したが，救命後，精神科

へ通院している患者は34.3であった。自殺未遂者

のうち精神疾患を合併していた患者には，未受診で

精神疾患を発症していた患者，治療中断者，そし

て，治療中の患者が含まれると想定される。自殺企

図の方法で薬物によるものが72.3を占めることか

ら，その多くは治療中の患者が推察される。診断，

治療を受けていたにもかかわらず，自殺企図後，継

続的に治療を受けられていないことが課題としてあ

げられる。

また，未受診の自殺企図患者が救急医療機関を受

診することにより，新たな精神科受診につながって

いるか否かについては本調査で把握していない。今
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後は，精神疾患を合併している患者が，精神科受診

に至っているか，その紹介方法，精神科受診歴，治

療状況等を正確に把握する調査を試みたい。救急医

療機関の精神疾患を発見し精神科受診へつなげる機

能を強化することは今後の喫緊の課題と言えよう。

米満ら2)が，救急医療機関は身体的治療を行いつ

つ，精神科医の診察まで確実につなげることが重要

であり，かかりつけ医に紹介状を書くことのみなら

ず，電話などで受診状況をフォローするなどの必要

性を述べていることから，その実態を明らかにする

意義は大きいと考えられる。

なお，本調査では救急医療機関が患者受け入れ時

に自殺企図の有無を確認していたか否かについて，

設問を 1 項目追加した。その結果，必ずしも自殺企

図の有無を確認しているとは言えない実態が明らか

になった。自殺未遂者は再度の自殺のリスクが高

く，適切な対処が求められることから7)，自殺企図

の有無の確認は，自殺未遂者の再発防止に向けた支

援のために重要である。よって，その必要性につい

ても，精神的ケアの一環として検討していく必要が

ある。

また，自殺未遂者の自殺企図の背景は多様である

ため，個人に応じた個別的なケアが必要8)であり，

体制整備に併せて，個々の事例の個別的ケアのあり

方を検証していくことが求められる。

. 救急医療機関が自殺企図患者の精神的ケア体

制を充実させるために必要とすること

救急医療機関が自殺企図患者の精神的ケア体制を

充実させるために必要なこととして，本調査では，

「救急医療機関と精神科医療機関のネットワークの

構築」をはじめとする医療連携を必要と考えている

医療機関が最も多かった。東京都調査でも同様の結

果が得られており，この点が喫緊の課題となると考

えられる。芳賀3)は，救急医療機関では，身体的疾

患は軽症でも精神科治療を早期から要する患者が多

くを占めている，と報告していることからも，医療

連携の必要性が示唆される。先に述べた，自殺企図

後の精神疾患の把握および精神科受診を担保するた

めに，以上の医療連携は重要と考えられる。

また，医療連携に関する上位 3 項目に次いで，

「自殺企図患者支援のための相談援助活動の充実」

等の相談体制に関することが必要とされていた。一

方，「院内における精神的ケア体制の充実」につい

ては20.8に留まった。これは，さいたま市内の救

急医療機関に精神科医の当直体制がないことと関連

し，院内で対応することの限界を示しているとも考

えられる。しかしそれ以上に，他の精神科医療機関

との連携や自殺企図患者支援のための相談援助活動

の充実が求められている結果と捉えることができる。

. 近郊地域における調査結果との比較からみた

課題

さいたま市民が自殺を図った場合，近郊地域の精

神科医の当直体制のある救急医療機関を受診する可

能性も高いと考える。また，さいたま市から東京へ

通勤・通学・買い物等する者も多く，栃木県も首都

圏への通勤・通学者が多く，住民の生活圏が類似し

ていると考えられる。よって，自殺企図の場所や，

搬送される救急医療機関は，近郊地域で交錯してい

る可能性が高い。一方，近郊地域における同様の調

査は東京都および栃木県の報告5,6)のみである。そ

こで，本調査結果を東京都および栃木県の調査結

果5,6)と比較し，課題について考察する。

1) 東京都による調査結果との比較からみた課題

さいたま市内の救急医療機関における精神疾患を

発見し精神科受診につなげる機能についての課題

を，近郊地域である東京都の精神科医の当直体制の

ある状況と比較し，考察する。

自殺未遂者のうち精神疾患を合併していた患者の

割合は，本調査結果が東京都調査結果に比べて有意

に高く，救命後精神科に通院しているものは，本調

査結果が東京都調査結果に比べて有意に高かった。

一方，救急医療機関入院中に精神科を受診したもの

は，本調査結果が東京都調査結果に比べて有意に低

かった。（表 3）
精神科受診の指示があったものは，本調査，東京

都調査ともに，精神疾患の合併を認めた患者の 5～

6 割であった。しかし，その後の精神科通院につい

ては，本調査結果の割合のほうが有意に高く，自殺

未遂者が救命後，精神科への受診につながったこと

を示しているとも考えられる。一方，本調査は研究

方法に示したとおり，調査期間の 3 か月間，フォ

ローする機会があったが，東京都調査では調査期間

が 1 か月間と短く，加えて，調査期間後に調査票を

郵送し回答するという調査方法の違いがあった。東

京都調査では過去の記録から把握したため通院状況

を確認できず，結果的に本調査と差が生じた可能性

もあり，調査方法の違いが反映された可能性も考え

られる。

加えて，これは精神科通院が確認された者の数で

あり，通院状況を全員把握した結果ではないため，

追跡されていない者が存在する上での比較に留まる。

一方，救急医療機関入院中の精神科受診について

は，診療録から確認できるため，調査方法の違いに

影響されない数であると考えられる。東京都調査の

割合が有意に高かったのは，精神科医の当直の有無

（表 1）によるものと考えられる。このことから，
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さいたま市内においては，救急医療機関入院中に精

神科受診を必要とする患者が受診できていない可能

性がうかがえる。

以上のことから，さいたま市においては東京都に

比べて精神疾患の合併および薬物による自殺の占め

る割合が高いという特徴を鑑み，精神科の継続的受

診に向けて支援する体制整備がより強く求められて

いると言えよう。そのためには，救急医療機関に精

神科医の当直体制のない状況での医療連携体制の整

備が求められる。ひいては救急医療機関に精神科医

の当直体制を整備することが望まれる。

2) 自殺企図の方法についての東京都調査および

栃木県調査との比較からみた課題

自殺企図の方法について，薬物によるものの割合

が，本調査結果では東京都5)および栃木県調査6)に

比べて有意に高かった（表 2）。これは予備調査に

おいて救急部門医師から聞き取った結果が，自殺企

図患者は薬物による自殺企図が多いこと，そのほと

んどに精神科の主治医が存在したことと一致する。

栃木県の調査報告6)では，自殺企図の方法が薬物

であったもののうち，84.8は医師の処方薬のみに

よるものであり，このことは患者の状況を十分に把

握した上での処方の必要性を示唆している。また，

薬物による自殺企図患者には，自傷行為等，本気で

死のうとしたとはいえない自殺行為9)の傾向が高

く，身体的には比較的軽症でも精神科的対応は困難

なケースが多く4)，さらには，自殺完遂前の 1 年以

内に20～25の自傷行為等があるとの報告10)から

も，再発防止に向けたケアが求められる。

. 本研究の限界と今後の課題

本研究は，さいたま市内の救急医療機関として，

救急告示医療機関を対象とした。しかし，それ以外

の医療機関で自殺企図患者を受け入れている可能性

もあるため，本研究結果は市内の医療機関が受け入

れているすべての自殺企図患者を反映しているとは

言えない。また，さいたま市民の自殺は，自殺企図

の場所や搬送先が市外であることも考えられるた

め，本研究がさいたま市民の現状を的確に表してい

るとは言い難い。以上が本研究の限界であり今後の

課題である。

 結 語

さいたま市内の救急医療機関に搬送された自殺企

図患者の実態について調査したところ，休日・夜間

における精神科医の当直体制がないさいたま市で

は，自殺未遂者の再度の自殺を防ぐために，救急医

療機関と精神科医療機関のネットワーク構築や，体

制整備および自殺企図患者支援のための相談援助活

動のより一層の充実が求められていることが明らか

になった。

本研究の調査にご協力くださいました，さいたま市内

救急医療機関の皆様，調査の計画，実施にあたりご協力

くださいました，黒田安計医師をはじめ，さいたま市こ

ころの健康センターおよび健康増進課の皆様，本研究に

ご指導・ご教授くださいました聖路加看護大学柳井晴夫

教授，麻原きよみ教授に深く感謝いたします。

本論文は「救急医療機関における自傷・自殺企図患者

に関する調査」によるものであって，その結果はすでに

報告書11)として公開されている。本論文は，精神科医の

当直体制の全くないさいたま市内の救急医療機関に搬送

された自殺企図患者の実態と，自殺企図患者を受け入れ

た医療機関が精神疾患を発見し精神科受診につなげる機

能の実態について明らかにし，再発防止に向けて必要と

なる課題を把握するために，近郊地域との比較を加えて

分析した。

(
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